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1E16 大学評価のメタ 評価 
～評価 は 大学の研究活動を 改善したのか ? 

0 林 隆之，斉藤 貴 浩 ( 大学評価・学位授与機構 ) 

1 . はじめに 2004 年 9 月実施 ) 。 回答数は研究評価の 対象となった 

大学の研究活動を 対象とした組織評価は 、 幾 っかの 先 60 の大学学部・ 研究科 等 のうち h9 機関からのべ 61 件。 

進 諸国で変更を 伴いながら行われている。 日本では平成 (4) 10 大学へのインタビュ 一調査 ( 研究評価以外も 含む ) 

12 年度に大学評価・ 学位授与機構 ( 以下、 機構 ) が改組 本稿では主に (3) の集計・分析結果を 示し、 (2) を補足 

設置され、 平成 12 ～ 15 年度にかけて 国立大学及び 大学 共 的に説明する。 (3) のアンケート 調査の質問項目の 作成に 

同利用機関 ( 最終年度は一部の 公立大学を含む ) の研究・ おいては、 図 1 のように機構が 大学評価を行 う 目的・目 

教育活動等の 評価が実施された。 標から、 実施行為、 結果、 効果に至るモデルを 作成し、 

このように評価が 制度的に導入される 中で疑問とし 大学評価システムの 論理的整合性を 再検討するとともに、 

てあ がるのは「多大な 費用をかけて 評価を行 う 必要が本 各内容に対応した 質問項目を作成した。 

当 にあ るのか」という 根本的な問いであ る。 また、 実際 すか わち 、 機構の大学評価の 目的は「大学の 活動の改 

に機構の評価が 行われる中でも、 大学側からは「評価の 善」「国民の 理解と支持が 得られるよ う 支援・促進」の 二 

評価 ( メタ評価 ) が必要だ」という 指摘がなされてきた。 つであ り、 これを実現するためにどのような 大学評価を 

そもそも H12 年度から機構が 行った評価は、 評価を行 目指すのか ( 目標 ) として「大学の 個性を伸ばす 評価」、 

ぅ 大学数を絞って 試行的に実施したものであ り、 そこで 「大学の主体的な 改善を促す評価」、 「社会が大学の 状況 

評価方法の課題を 把握・修正し、 その後にフルスケール を把握できる 評価」などの 5 つ む 整理した。 さらに、 その 

の 評価が実施される 予定であ った。 実際には、 学校教育 実現方策として 評価方法の基本的枠組みと 具体的な評価 

法の改正による 認証評価制度の 導入、 ならびに国立大学 方法を整理し、 アンケート調査では、 それぞれの評価 方 

法人化に伴 う 法人評価の実施により、 試行評価とは 異な 法の実現や課題、 ならびに評価目的・ 目標実現のための 

る 新しい評価システムを 設計することが 必要となった。 方法としての 妥当，性に関する 質問を設定した。 

しかしながら、 大規模な試行の 経験を無駄にすることな また、 評価活動によって 得られた直接的な「結果」と 

く、 あ る特定の枠組みの 下で評価を実施することでどの して、 評価結果の妥当性や 評価のコスト 等があ り、 さら 

ような効果が 生じるか、 評価方法のどのような 点が大学 にそこから得られると 想定される大学側の「効果」とし 

にとって有効であ るのかを明らかにすることは、 今後の 

設計にも参考となろ う 。 

本稿では機構が 行った研究評価に 焦点を置き、 評価 方 

法の適切性、 評価実施によって 得られた効果、 ならびに 目 

効果発現のための 要因を検討する ' 。 

2. 分析方法 

メタ評価のために、 次の調査を行った。 

(1) 各年度の評価実施中・ 直後における、 大学、 評価者、 

関係団体への 意見照会 ( 自由記述 ) 

(2) 評価直後の、 評価者へのアンケート 調査 ( 主に選択式、 

H15 年度のみ ) 。 回答数は研究評価では 128 人。 

(3) 評価を受けた 全大学へのアンケート 調査 ( 主に選択式、 

・教育評価および 全学テーマ別評価については、 『大学評価・ 学位授与 

機構が平成 12 年度から平成 15 年度までに実施した 試行的評価に 関す   

る 検証について』，大学評価・ 学位授与機構 (2004) を参照されたい   図 1  大学評価システムの 論理モデル 

一 248 一 



て 、 評価結果に基づく 自己認識や意識改革、 評価ノウハ 

ウの蓄積、 研究活動の改善、 他活動への負の 効果、 また、 

大学覚への効果として 大学に対する 理解増進などを 想定 

し、 それぞれについて 質問項目を設定した。 

3. 評価方法・評価結果のメタ 評価 

評価方法のメタ 評価については 当 学会で既に一部報 

告済みであ るため 2 、 アンケートから 新たに明らかになっ 

た課題を挙げる。 

①複数の評価目的を 有する評価システム 設計の困難さ 

機構の評価方法の 基本的な枠組みは「大学の 目的・目 

標に即した評価」、 「自己評価に 基づく評価」、 「評価結果 

のフィードバック・ 公表」など 9 つであ り、 これらについ 

て、 大学の改善、 および社会への 説明という目的のため 

に 適切であ ったかという 認識を大学に 問うた。 その結果、 

いずれについても 肯定的な意見 (1 ～ 5 の 5 段階評定で 4 以 

上 ) が回答の 89 ～ 49% であ った ( 平均値は 3.4 ～ 4.2) 。 し 

かし、 全ての項目で 大学の改善に 比べて、 社会への説明 

のための適切性は 7 ～ 20 ポイント低かった。 

これらの基本的枠組みは、 大学ごとに環境条件も 国や 

地域から期待される 役割も異なる 中で、 大学がそれぞれ 

に自律性をもって 個性的な取り 組みを展開することがで 

きるよ う に設計されたものであ る。 しかし、 しばしば「 目 

的 ・目標の設定の 高低によって、 評価結果が変わる」な 

どの批判がなされており、 評点に重点をおいたマスコミ 

報道とあ いまって、 大学側の不満を 生んできた。 大学評 

価に限らず、 多くの評価において、 行為の改善と 社会へ 

の説明が評価目的の 両輪としてあ げられる事が 多いが、 

両者を同時に 満たす評価システムの 構築は容易ではない。 

特に、 評価結果情報の 加工・提供の 仕方や、 指標の公表 

など、 説明が十分に 行われるような 仕掛けを意識的に 追 

加設計する必要が 指摘される。 

などの項目について 否定的な回答が 多い。 法人 ィヒ 以前の 

大学では、 組織としての 研究活動や研究支援の 戦略や方 

向性を明確に 設定した経験が 少なく、 自己の活動状況を 

検証する継続的な 情報収集も不足しているという 課題が 

明らかになった。 

③評価項目の 共通化と学問分野間差異のバランス 

研究体制や研究支援方策の 評価の方法について、 総じ 

て適切であ ったという回答があ る程度示された ( 平均 

3.5L 。 詳細に見ると、 肯定的意見が 少ない項目は、 「評価 

者は十分研修されていた」 (3.1) とともに、 「設定されて 

いた評価項目や 要素が適切」 (3.1) であ った。 

機構の評価では、 機構が階層的に 評価項目を設定し、 

その項目ごとに 自己評価を求めた。 しかし、 これらの項 

目の適切性について、 人文・社会系 ( 文 、 育、 経、 法 ) 

の 学部・研究科は、 自然科学系 ( 理 、 エ 、 医 、 農 ) と比 

べて回答が有意に 低い。 また、 「学問分野の 特徴に鑑みて 

適切であ った」の質問にも 人文・社会系が 低く回答して 

いる。 評価項目の詳細は 学部ごとの評価委員会により 決 

定 されたが、 それでも自然科学系における 研究成果や共 

同研究の特徴を 反映した評価項目が 既定のものとして 使 

われがちであ ることは否めず、 個人の小規模な 活動が中 

心となる分野において、 評価されるべき 組織マイジメン 

トの 内容を再検討する 必要が提議される。 

④研究の社会的効果の 評価 

研究評価では 個々の教員から 提出された業績調書を 

基に研究の学術的な 水準および社会的効果の 判定を行い、 

組織レベルの 集計 値 と特徴点の記述がなされた。 これら 

の方法や判定された 結果の適切性については 平均 3.3 ～ 

3.6 で一定程度の 肯定的意見が 得られた。 

しかし、 逆に評価者に 行ったアンケートでは、 特に「社 

会的効果の判定基準が 明瞭であ った」 (2.3L 、 「社会的効 

果の判定のための 根拠が大学から 明確に示されていた」 

②組織としての 目的・目標の 設定の不，慣れ (2.3) が低い。 特定の研究プロジェクトの 社会的効果を 把 

学部・研究科 等 が設定する研究活動の 目的・目標に 即 損 することとは 異なり、 多様な分野の 教員の研究業績に 

して研究体制や 研究支援方策などの 評価が行われたが、 ついて、 その社会的効果の 内容を明らかにして 示すこと 

その結果、 最終的な評価報告書は「目的・ 目標に即して は研究者本人においても 容易ではない。 それを支援する 

いた」 (5 段階で平均 3.6) 、 「機構による 評価報告書の 記述 前提として、 分野ごとに多様な 研究の社会的効果の 概念 

は 適切であ った」 (3.5) などの一定の 肯定的回答が 見られ 整理が早急に 求められる。 

た 。 その一方で評価者に 行ったアンケートでは、 「大学が 
⑤評価コスト 

設定した目的・ 目標が明確」 (2.8) 、 「必要な根拠資料が 
評価のための 負担は大きく、 「自己評価書の 作成のた 

示されていた」 (2.9) 「自己評価の 水準判断が適切」 (2.9) 
めの作業の負担が 大きい」という 質問には平均 4.8 という 

， 林 隆之，斉藤 貴浩 ほか (2003)  「大学評価システムの メ拓輸 : 大学 高い回答であ った。 ただし、 評価作業に費やした 労力は 、 

評価・学位授与機構に よ る 所 轄師の運営レビュー」，『研究・ 技術計画 大学等の改善のためには 妥当」 (3.1L 、 「社会への説明の 
学会第 18 回年次学術大会講演要旨葉コ ， 510 円 13   
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ためには妥当」 (3.1) などの質問に 見られるよ う に、 評価 ならびに戦略形成や 研究マネジメントの 組織や委員会の 

目的との関係において 一定の理解はあ った。 今後は評価 新設・ 再 設計であ った ( 表 lL 。 また、 総長裁量経費を 原 

の 簡素化が求められるとともに、 大学内で「評価作業の 資として、 研究プロジェクト 支援や若手人材育成・ 萌芽 

負担が少数の 人員に集中」 ( 平均 4.6) していたという 事 的研究支援などの 方策も展開されている。 

実 をふまえて、 大学内で評価作業を 専門的に支援できる これらの指摘された 活動の多くは、 評価が参考になっ 

部署の設置とともに、 その部署の支援のもとで 組織全体 たと回答しているが、 自由記述やヒアリンバでは、 「これ 

としての評価活動への 主体的取り組みが 求められる。 まで認識していた 積年の課題へ 取り組む契機となった」 

など、 評価という形で 外部から改めて 指摘されることに 

4. 大学における 評価結果の改善効果 よって、 大学内部の意志決定を 押し進める機能を 有して 

評価によって 大学の研究活動の 改善が促進されたかに いたことがわかる。 また、 機構による第三者からの 指摘 

ついて 縫 っかの質問をしたところ、 いずれもほぼ 半数程 ではなく、 大学が自己評価する 段階で既に「課題を 認識 

度が 5 段階で 4 以上の肯定的回答をしている ( 図 ) 。 した」 (4.0) という回答も 高く、 評価結果ではなく 評価 過 

自大学等における 研究活動 程にこそ評価の 意義があ ることを認識する 必要があ ろう。 

の 活性化を促進した ( 今後 一方で、 あ げられた改善事例には、 地大学に見られな 
する ) 

いような個性的な 活動は少なく、 地大学と比して 遅れて 
各教員の教育や 研究に取り 
組む意識が向上した 

いる点や改善すべき 点、 として指摘された 活動が多い。 す 

な む ち、 評価では地大学と 比して問題点を 有する部分の 
自大学等の個性的な 取組を 
促進した ( 今後する )   

改善を促進する 効果は十分あ るが、 より積極的な 改善の 

ためには、 評価とは別のインセンティブを 提供する必要 
    20% 40% 60% 80% 100% 

ロ 1 まったくそ う 居、 わない日 2 口 3 とちらとも言えない ミ 4   5 省 虫 くそう思う   もあ る。     
また、 大学評価のもう 一つの目的であ る社会への説明 

では、 具体的にどのような 内容の改善が 得られたのか。 という点では、 各ステークホルダ 一の理解が増進したと 

アンケート調査では、 評価結果の活用の 有無にかかわら い う 肯定的意見は 1 ～ 2 割にとどまり、 3 ～ 4 割は否定的で 

ず 、 評価実施以降に 大学が行った 主な改善・変更事例を あ る。 各大学からの 評価 結 

挙げてもらい、 それらを計画・ 実施する際に 評価がどの 自大学等の活動について 国民の 

程度参考になったかを 質問した。 これは、 評価以外にも、 理解が増進された   
していることが 予想、 され、 喜平価による 実質的効果を 過大 された 

に 解釈することを 防ぐためであ る。 国及び地方自治体や 公的機関か   
あ ったものは 85% 。 を占めている。 らの理解が増進された 

    20% 40% 60 冊 80% 100 キ 

事例として多く 指摘された内容は、 研究組織の改編、     

口 1 まったくそ う， 思わな、   ロ 2 口 3 とちらとも言えない 甘 4   5 強くそ う，已 3       

表 1  評価の参考 度が 4 以上の改善事例 
  

  改善内容   のべ回答数 l 回答機関数 l   
研究組織の変更・ 検討 ( 研究科や学科の 改組、 センタ一の新設 ) l1  1 Ⅰ (25%) 

学長裁量経費・ 研究科長裁量経費を 活用した施策の 実施 " Ⅰ 1  10  (23%) 

研究戦略形成や 研究マネジメントのための 組織・委員会の 新設、 再構成、 機能変化 11@ 10@ (23%) 

自己評価・外部評価の 実施、 方法・体制の 変更 10@ 10@ (23%) 

大学・学部内における 重点研究の特定・プロジェクトィヒ (21 世紀 coR プロへの応募含む ) 10 9  (21%) 

採用人事方策の 変更 ( 公募制、 任期 制 、 教員バランスの 改善、 人事交流 )   8@ (18%) 

法人化における 中期計画・目標策定への 反映   7@ (16%) 

学内研究プロジェクト 制度実施   7  (16%) 

競争的研究費獲得のための 施策実施 ( 申請支援、 セミナー、 組織的申請 )   7  (16%) 
* 注 )                     学内プロジェクト   などの取り組みが 入る 
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一ムページ (w9 大学 ) や広報誌 (5 大学 ) への掲載に限ら 

れ、 利用されていない。 さらにマスコミによる 報道が評 

点の低い大学を 取り上げる傾向があ り、 社会への理解増 

進のための評価が 、 逆に大学の信頼を 損ねかれないとい 

うジレンマを 有している。 評価結果を、 ステークホルダ 

一 が必要とする 内容・形式に 変換して提供して い くこと 

が機構・大学双方に 求められる。 

5, 研究活動の改善を 促した要因のパス 解析 

一定程度の改善が 見られたことを 踏まえ、 次に疑問と 

して挙がるのが、 評価のどのような 要因が改善に 影響し 

たかであ る。 そのため、 パス解析を行った。 

アンケートの 質問項目の内で、 ①自己評価の 方法の適 

切性 (12 項目 ) 、 ②機構における 評価の方法の 適切性 (12 

項目 ) 、 ③評価結果の 妥当性 (8 項目 ) 、 ④評価による 中 

間的効果 (8 項目 ) 、 ⑤評価による 改善効果 (10 項目 ) の 

5 つの質問項目群を 選び、 それぞれの畔内部で 因子分析 

( 主因子法、 バリマックス 回転 ) を行い 1 ～ 4 因子を得た。 

それぞれの因子について、 因子負荷量の 大きい質問項目 

を 2 ～ 3 つ ( 表 2 参照 ) 選び、 その合計点を 観測変数と 

して、 パス解析を行い、 図 5 の結果を得た。 

その結果、 「研究活動の 活性化・個性化促進」には「 組 

織の意識変化」と「覚部の 視点からの意見」が 影響した。 

「自大学の状況把握」からのパスは 有意でなかった。 

このことは、 単に機構の評価によって 研究業績の水準 

  

組織の             

意識変化 
  

GF@=.9]2 

  AG 円二 ． 812 

R'=.54  RMSEA=.076   
図 5  研究活動改善へのパス 解析結果 

表 2 中間的効果・ 改善効果に関する 因子と質問項目 
因子 名 質問項目 

研究活動 この評価が自大学における 研究活動の活性化 
の活性 を促進した ( あ るいは今後する ) 。 

  

改 

  

研究活動を組織的に 運営することの 重要性 
が 、 自大学等 / 部局内に浸透した。 
自己評価を行 う ことの重要性が、 自大学等 / 
部局内に浸透した。 

自大学の 自大学の研究内容やその 水準を把握すること 
状況把握 ができた。 

  自大学の研究の 社会的効果の 状況を把握する 
  ことができた。 
  研究活動の適切性を 把握することができた。 

効果 外部の視 点からの地大学等の にすることができた。 評価報告書から 優れた取組を 参考 

意見 評価結果により、 自大学等以覚の 者からの新 
たな祝日 が 得られた。 

( き平価方法、 評価結果の因子と 質問項目は、 紙面の都合上、 省略する ) 

や研究支援施策等の 適切性が判断されるだけでは 十分に 

は改善が誘発されず、 研究活動の組織的マネ、 ジメントの 

必要性を認識したなどの、 組織としての 意識変化が改善 

の有無に影響していることを 示している。 また、 この意 

識変化に影響を 与えている要因は、 自己評価の過程で 組 

織の目指す方向性が 共有されたなど、 自己評価への 組織 

による主体的取組が 行われているかであ った。 

同時に、 「地大学の評価報告書を 参照した」ことや、 「自 

大学以覚の者からの 新たな視点が 得られた」など、 外部 

参照が得られたと 認識している 大学は改善が 促進されて 

いる。 外部参照を可能にした 背景として、 評価結果の表 

現 方式が「優れた 点 ・改善 点 」を明記するという 方法で 

あ り、 自大学・地大学の 長短所を把握しやすかったこと、 

さらにその背景として、 それらを記述する 構造であ る評 

価項目があ る程度設定されていたことが 考えられる。 

しかし、 分野間の違 い はあ る。 自然科学系に 限ると、 

全体的に組織の 意識変化の回答が 肯定的に偏っているた 

め、 改善の大小に 大きく影響せず、 自大学の状況把握の 

ほうが影響している。 一方で、 人文・社会系に 限ると、 

改善効果、 意識変化ともに 平均が自然科学系より 低く、 

図 5 と同様に意識変化と 外部視点が改善に 影響している。 

6. おわりに 

本稿は主に大学の 評価担当者から い ただいたアンケー 

ト回答を分析したが、 個別の教員レベルでの 研究活動の 

活性化や負の 影響などの調査が 今後、 別途求められる。 

評価制度は、 被 評価者のその 後の活動を規定するもので 

あ ることをふまえて、 評価実施と並行した 継続的な検証 

が必要であ ろう。 
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